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様式第１号（第６条関係） 

 

兼 業 委 嘱 状 

平成２７年１０月 １日 
国立大学法人大分大学長  殿 

所在地 〒○○○－○○○○ 
                        名 称   一般財団法人■■■■■■■■■     印 
                        代表者      理事長 ● ● ● ● 
貴学職員に以下のとおり委嘱したいので，よろしくお取り計らい願います。 

1.従事職員の氏名等 所属  ●●●●学部  職名  教授     氏名  分 大 一 郎  
2.委 嘱 職 名   △△△△△に関する委員会委員 
3.委 嘱 内 容   △△△△△△に関する員会への出席等 

4.委 嘱 期 間  □(1) １回(１日)限り   年  月  日（  ）   時  分～  時  分 
■(2) (1)以外 平成２７年１０月 １日 ～ 平成２８年 ３月３１日【□新規，■継続】 

5.従 事 形 態  
※上記４で(1)に該当する場

合は記載不要 

(1)【□毎年・□毎月・□毎週・■期間内】２～３ 回  第（  ）  未定  曜日 
(2) 従事（予定）時間  １５時００分～ １７時００分 
※委嘱内容が非常勤講師の場合  

1．集中講義の該当・非該当【□該当（ ／ ～ ／ の  日間），□非該当】 
2．講義の時間及び回数（   分 ×   講義） 

6.勤 務 地 ■上記所在地に同じ □それ以外（                    ） 
7.報酬の有無(有の場合は金額)  (1) 謝金支給 □無，【■有 １回（ ２ 時間 ）   １２，６００ 円（税込）】 

(2) □その他の報酬（                  ） 
8.交通費等その他経費の支給の有無 □無，【■有（■交通費，□宿泊費，□その他（         ））】 
9.担 当 者 連 絡 先     総務部総務課○○○○係 △△ △△  TEL 097－◇◇◇－◇◇◇◇ 

10.応諾文書の要・不要 
□要 ■不要（※チェックが記入されてない場合は，応諾文書不要とします。）            

（※また，要の場合で，貴社の指定応諾様式が同封されていない場合は，この依頼文 
書（写）に承諾の押印をもって回答文書とさせていただきます。） 

 
以下下本学使用欄 講座等の長の確認印 ○印E  

兼業従事届出・許可申請書 
国立大学法人大分大学長  殿 

（申請者）氏名                 ○印  
□上記依頼について，従事しますので届出ます。 
□上記の依頼について，兼業の許可を願います。  
なお，下記「※兼業従事にあたっての確認事項」について，相違ありません。 

※兼業従事にあたっての確認事項 
(1) 勤務時間外に従事するものであること。 

※1 職員兼業規程第９条第２項に規定する兼業を除く。 
※2 裁量労働制勤務適用職員以外の者については，勤務割振り等により兼業に従事する時間が勤務時間と重複しないよう 

適切に管理すること。 

(2)上限時間内の従事であること。 (3)兼業先は，営利企業以外の事業の団体，又は営利企業ではあるが，当該事業の業務に直接関与
しない業務であること。 (4)法人と申請に係る兼業先又は当該兼業の従事内容との間に利益相反が発生するおそれがないこと。 (5)
職員としての職務の遂行に支障が生じるおそれがないこと。 (6)兼業による心身の著しい疲労のため，職務遂行上その能率に悪影響
が生じないこと。 (7)職員が申請に係る兼業先との間に，物品購入契約，工事契約等の契約関係又は許可，認可等の権限行使その他
特別な利害関係がないこと，又はその発生のおそれがないこと。 (8)兼業することにより，法人の職員としての信用を傷つけ，又は
法人の名誉を損なうおそれがないこと。 (9)その他職務の公正及び信頼の確保に支障が生じないこと。 

※申請の許可・不許可 □許可する  □許可しない（理由：                 ） 
 

国立大学法人大分大学長 殿 

□上記の兼業について差し支えないので承認願います。 
     年  月  日   

（部局長名）                （公印省略） 

上記の兼業依頼について承諾します。 

 

      年  月  日 

 

 国立大学法人大分大学長 

             

      印 

(国立大学法人大分大学職員兼業規程第１２条の規定により許可権限の委任を受けた者) 

上記の兼業依頼について，承諾します。 

     年  月  日 

（部局長名）                        印                            

依頼者名は，原則，貴機関の機関長名で行っていた

だきますようお願いします。 

機関長名での依頼が行えない場合は，公印（社印）

を有する役職者名にて依頼を行っていただいても構い

ません。 

委嘱期間については，原則，就任開始日を含む

年度の年度末を限度とさせていただきます。 

ただし，法令等（貴機関の定款，規程含む）に

就任期間が定められた職に就任する場合について

は，就任年度を１年目とした，4年目の年度末まで

を限度とすることができます。（要規程写） 

従事形態欄には，委員会委員等の開催日時を調整した後確定するようなものにつ

いては，予定のもので構いません。 

また，同様に本学職員との調整の後，従事日時を決定するものについては，予定

として想定する回数，時間帯を記載ください。 

※ 非常勤講師の依頼については，集中講義に該当するかどうか，該当する場合は

授業実施日等（予定でも構いません），記載ください。 

また，２の講義の時間等については，集中講義の有無に関わらず記載願います。 

1．集中講義の該当・非該当【■該当（ 12／24～12／27 の 3 日間），□非該当】 
2．講義の時間及び回数（ ９０ 分  × １６ 講義） 

報酬欄には，謝金以外で報

酬を支払う場合又は謝金のほ

かに報酬を支払う場合（図書

カード等），（２）の項目にそ

の報酬の内容を記載くださ

い。 

応諾文書について 
 応諾文書については，原則送付いたしません。本学からの回答が必要な場合は，「10．
応諾文書の要・不要」欄の「要」の項目をチェックいただき，送付先の記載された封

筒を同封していただきますようお願いいたします。 
 また，「要」の欄にチェックがある場合であっても，回答は，本委嘱状に，本学規定

の承諾者として部局長名にて承諾したものを回答文書として送付いたしますのでご了

承願います。 


